
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人東京医科歯科大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,774 12,780 5,597
2,172

223
（調整手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

14,588 8,728 4,205
1,483

171
（調整手当）
（通勤手当）

H21.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

16,828 10,104 4,867
1,717

139
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,713 10,104 4,867
1,717

24
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,835 10,104 4,867
1,717

146
（調整手当）
（通勤手当）

H21.4.1

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事

国立大学法人評価委員会が行う本学の業務の実績に関する評価の結果及び役員としての
職務実績を総合的に勘案して、役員に支給する期末特別手当を増額または減額する。

調整手当支給率割合を16％から17％に1％引き上げた。

改定なし

改定なし

調整手当支給率割合を16％から17％に1％引き上げた。

調整手当支給率割合を16％から17％に1％引き上げた。



千円 千円 千円 千円

16,871 10,104 4,867
1,717

181
（調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,956 7,840 3,433
1,332

349
（調整手当）
（通勤手当）

＊※

千円 千円 千円 千円

2,400 2,400
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額必ずしも一致しない。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注１：「摘要」欄には、具体的な業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

理事

監事

E理事

A監事

法人での在職期間 摘　　要

B監事
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

昇給
労働成績に応じ、5段階の区分に分け、0～7号給以上の区分の範囲内で

労働成績に応じ昇給させる。（国家公務員の給与制度と同様）

昇格・降格

昇格：特に労働成績が優秀で、かつ本学が定める必要経験年数又は

       必要在級年数を有している者は、上位の職務の級に決定することが

       出来る。（国家公務員の給与制度と同様）

降格：労働成績が不良な場合は下位の級に決定することが出来る。

        （国家公務員の給与制度と同様）

給与種目 制度の内容

賞与：勤勉手当
（査定分）

6月1日及び12月1日(以下「基準日」という)にそれぞれ在職する職員に対し、

基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の労働成績に応じて支給割合を

決定する。（国家公務員の給与制度と同様）

　① 人件費管理の基本方針

中期目標期間中の予算の年度展開を参考に、本学で決定された当初予算の範囲内で人
件費を効率的に運用するため、全学的な視点から人件費管理を行う。

給与法に定める職種に応じた俸給表を参考として、毎年の人事院勧告を考慮し、決定す
る。

個人評価の結果を基礎資料とした職員の労働成績に応じ、昇給、昇格、降格及び勤勉手
当における支給割合の増減を行う。

【平成2１年4月1日より改定】
・調整手当支給率割合を16％から17％に1％引き上げた。
・労働時間を1日7時間45分、1週38時間45分に改定することに伴い、労働時間1時間
  当たりの給与額の算出方法の改定をした。
【平成21年12月1日より改定】
・若年層を除き、各本給表の月額を約0.2%引き下げた。
・期末勤勉手当の支給率を6月期は0.2月、12月期は0.15月、計0.35月分引き下げた。
・職員の所有に係る住居手当を廃止した。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,416 41.8 7,137 5,296 127 1,841
人 歳 千円 千円 千円 千円

236 42.6 6,399 4,779 171 1,620
人 歳 千円 千円 千円 千円

545 47.6 9,479 6,994 131 2,485
人 歳 千円 千円 千円 千円

124 41.9 6,062 4,519 165 1,543
人 歳 千円 千円 千円 千円

503 35.0 5,217 3,895 91 1,322
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 58.3 6,157 4,617 234 1,540
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 40.8 7,467 5,558 135 1,909

※常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.0 3,877 3,303 172 574
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

138 34.8 4,276 3,259 156 1,017
人 歳 千円 千円 千円 千円

72 34.7 3,479 2,654 171 825
人 歳 千円 千円 千円 千円

27 39.1 6,663 5,072 130 1,591
人 歳 千円 千円 千円 千円

33 31.0 4,038 3,080 137 958
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 44.2 5,342 4,022 186 1,320
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 29.5 3,477 2,671 208 806

※医療職種(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。

[年俸制適用者]
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 42.5 8,993 8,993 129 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 42.5 8,993 8,993 129 0

※在外職員、任期付職員、再任用職員、非常勤職員の区分については、該当無しのため表を省略する。

技能・労務職種

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

医療職種
（病院看護師）

区分

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種

※再任用職員の事務・技術、医療職種（病院看護師）、技能・労務職種については、該当者が２人以下のため、

当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

うち所定内人員 うち賞与平均年齢
平成21年度の年間給与額（平均）

総額

※事務・技術、医療職種(病院医師)、医療職種（看護師）については、該当無しのため欄を省略する。

教育職種
（大学教員）

常勤職員

※医療職員(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。

※在外職員については、該当無しのため表を省略する。

※任期付職員については、該当無しのため表を省略する。

※教育職種(大学教員)、医療職種(病院医師)については、該当無しのため欄を省略する。

事務・技術

再任用職員

医療職種
（病院看護師）



注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

部長 7 53.6 9,921 10,456 11,013

課長 22 55.0 9,006 9,318 9,670

課長補佐 26 51.8 7,364 7,687 8,039

係長 107 42.7 5,694 6,111 6,559

主任 15 43.6 5,238 5,865 6,698

係員 59 32.0 3,784 4,236 4,548

②年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均年齢分布状況を示すグループ 人員 平均
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年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円



（教育職員（大学教員））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教授 141 55.0 11,178 12,141 12,849

准教授 110 50.6 9,328 9,736 10,258

講師 78 47.8 8,768 9,116 9,582

助教 216 41.2 7,054 7,411 7,783

分布状況を示すグループ 人員 平均平均年齢
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年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人

千円



（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

看護部長 2 - -

副看護部長 4 51.3 - 8,091 -

看護師長 30 47.6 6,871 7,219 7,422

副看護師長 64 42.3 5,798 6,245 6,589

看護師 402 32.6 3,989 4,739 5,252

准看護師 1 - -

※看護部長の該当者は２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。

※副看護部長の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

※准看護師の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

平均年齢及び年間給与の平均額は表示していない。

分布状況を示すグループ 平均人員 平均年齢
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年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師）） 人
千円



区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 １０級

係員 主任 専門職員 課長補佐 課長、事務長 課長 部長 事務局長 事務局長 学長が定める職

係員 係長 専門員 室長 事務長 次長 部長
主任 主任専門職員 課長補佐、専門員 室長 次長

専門職員、係長 主任専門職員
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

236 17 45 115 21 19 14 5 0 0 0
（割合） （7.2%） （19.1%） （48.7%） （8.9%） （8.1%） （5.9%） （2.1%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

29 55 59 59 59 59 59

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

25 28 34 45 51 46 50
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,010 4,596 5,700 5,765 7,264 7,787 8,176

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,436 2,717 3,345 4,630 5,722 6,865 7,477
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,949 6,027 7,658 7,947 9,670 10,254 11,284

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,286 3,667 4,512 6,386 7,840 9,175 10,307

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 助教 講師 准教授 教授 学長が定める職

な職位
人員 人 人 人 人 人 人 人

545 0 216 78 110 141 0
（割合） (0％) (39.6％) (14.3％) (20.2％) (25.9％) (0％)

歳 歳 歳 歳 歳 歳

62 63 64 64

～ ～ ～ ～ ～ ～

30 33 35 41
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,714 7,575 8,313 11,302

～ ～ ～ ～ ～ ～

3,847 4,742 5,705 6,471
千円 千円 千円 千円 千円 千円

8,936 10,223 11,292 15,952

～ ～ ～ ～ ～ ～

5,212 6,558 7,766 9,022

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的 准看護師 看護師 副看護師長 看護師長 看護部長 看護部長 看護部長
な職位 副看護部長 副看護部長

人員 人 人 人 人 人 人 人 人

503 1 402 68 27 4 1 0
（割合） (0.2％) (79.9％) (13.5％) (5.4％) (0.8％) (0.2％) (0％)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

59 59 58 57

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

22 30 40 50
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,555 5,941 6,327 6,732

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

2,606 3,695 4,774 5,473
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,669 8,013 8,689 9,278

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

3,490 4,985 6,690 7,829
※1級、7級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

「年齢(最高～最低)」以下の事項について記載していない。

年間給与額(最
高～最低)

年齢（最高～
最低）

所定内給与年
額(最高～最低)

年間給与額(最
高～最低)

【医療職員(病院看護師)】

年齢（最高～
最低）

年齢（最高～
最低）

所定内給与年
額(最高～最低)

【事務・技術職員】

標準的
な職位

人員

年間給与額(最
高～最低)

所定内給与年
額(最高～最低)

【教育職員(大学教員)】

③ 職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））



【事務・技術職員】

【教育職員(大学教員)】

【医療職員(病院看護師)】

％

43.9～33.4 39.5～29.5 41.6～31.4

％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.1 33.0 34.9

％

62.9 67.0 65.1

一般
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％

％ ％

           最高～最低
％ ％

％

47.7～39.0 42.4～34.8 40.5～36.8

％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.9 39.1 41.4

％

56.1 60.9 58.6

管理
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％

％ ％

         最高～最低
％ ％

区分 夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％

43.9～32.6 39.5～28.7 41.6～30.5

％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.2 31.9 33.9

％

63.8 68.1 66.1

一般
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％

％ ％

           最高～最低
％ ％

％

60.3～34.1 59.9～30.1 60.1～32.4

％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.6 37.5 39.5

％

58.4 62.5 60.5

管理
職員

一律支給分（期末相当）
％ ％

％ ％

         最高～最低
％ ％

区分 夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％

39.0～32.5 34.8～28.6 36.8～30.4

％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 36.2 31.9 33.9

％ ％

37.2

％

63.8 68.1 66.1
％

一般
職員

一律支給分（期末相当）
％

冬季（１２月）
％

％

           最高～最低
％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

計

35.6

         最高～最低
％ ％ ％

46.4～32.8 46.9～28.7 45.0～31.3

一律支給分（期末相当）

区分 夏季（６月）
％

62.8 65.8

管理
職員

64.4
％ ％

④賞与（平成２１年度）における査定部分の比率
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

34.2

％



【事務・技術職員】
対国家公務員(行政職(一)) 98.2
対他の国立大学法人等(事務・技術職員) 112.5

【教育職員(大学教員)】
対他の国立大学法人等(教育職員(大学教員)) 107.7

【医療職員(病院看護師)】
対国家公務員(医療職(三)) 105.9
対他の国立大学法人等(医療職員(病院看護師)) 110.0

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

　　　 においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の

 （参考）

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ８６．２

参考 学歴勘案　　　　　　 ９７．２

地域・学歴勘案　　　８６．２

講ずる措置 今後も国家公務員の給与水準等を考慮し、適切な水準の維持に努める。

　給与水準の適切性の
検証

　国に比べて給与水準
が高くなっている定量的
な理由

【国からの財政支出について】
（平成21年度予算）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　39.1％
国からの財政支出額16,754百万円(運営費交付金)、3,859百万円(施設
整備費補助金等）、1,280百万円（補助金等収入）
支出予算の総額　56,019百万円

【検証結果】
適切である。

　　 　給与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

内容

⑤職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

項目

指数の状況

対国家公務員　　９８．２



○医療職員（病院看護師）

地域勘案　　　　　　 １０１．４

参考 学歴勘案　　　　　　 １０５．３

地域・学歴勘案　　　１０１．１

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　 104.8

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成21年度

の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学職員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与

水準（年額）の比較指標である。

講ずる措置

【国からの財政支出について】
（平成21年度予算）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　39.1％
国からの財政支出額16,754百万円(運営費交付金)、3,859百万円(施設
整備費補助金等）、1,280百万円（補助金等収入）
支出予算の総額　56,019百万円

【検証結果】
適切である。

　国に比べて給与水準
が高くなっている定量的
な理由

・調整手当（地域手当）の支給割合が一律17％の本学と、様々な支給
割合の国家公務員と比較しているため、対国家公務員指数が高くなっ
ているものと考えられる。
・平成21年国家公務員給与等実態調査の公務員の適用俸給表別、性
別、最終学歴別人員の俸給表医（三）による最終学歴が、大卒19.9％、
短大卒74.6％、高卒5.6％であるのに対し、本学は、大卒38.2％、短大
卒61.8％、高卒0％であり、国と比べて初任給決定基準学歴が高いた
め、対国家公務員指数が高くなっているものと考えられる。
・平成21年国家公務員給与等実態調査の公務員の適用俸給表別、級
別（最終学歴別）人員の俸給表医（三）によると、国家公務員の１級（准
看護師）の構成割合が5.9％と、本学の構成割合の0.20％と比較して著
しく高い。この１級（准看護師）職員の構成比の違いにより、対国家公務
員指数が高くなっているものと考えられる。

項目

指数の状況

　給与水準の適切性の
検証

内容

対国家公務員　　１０５．９

今後も国家公務員の給与水準等を考慮し、適切な水準の維持に努める。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年

度）
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

※「非常勤役職員等給与」において、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される

職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の

「17役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

①「給与、報酬等支給総額」について

　調整手当支給率の変動(16％→17％)により増加したが、期末勤勉手当の支給月数の減少や

本給月額及びその調整額の引き下げ、定年退職者を再任用すること及び欠員増加により減少

したため、結果として約3億6千万円(2.9％)減少した。

「最広義人件費」について

　「給与、報酬等支給総額」や「退職手当支給額」の減少があったが、「非常勤役職員等給与」の

競争的資金等により雇用される職員の大幅な増加により、1.6%増加した。

②人件費削減の取組状況

ⅰ)中期目標において『「行政改革の重要方針」(平成17年12月24日)において、示された総人件

　　費改革の実行計画を踏まえ、人件費削減の取組を行う』こととしている。

ⅱ)中期計画において『総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成21年度まで概ね4％の人件費

　　の削減を図る』こととしている。

ⅲ）人件費削減取組の進捗状況(下記の表参照)

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

12,687,391 12,297,335 12,362,918 12,305,779 11,944,030

△ 3.1 △ 2.6 △ 3.0 △ 5.9

△ 3.1 △ 3.3 △ 3.7 △ 4.2

※「人件費削減率(補正値)」とは、「行政改革の重要方針」(平成17年12月24日閣議決定)による

人事院勧告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成18年、

平成19年、平成20年、平成21年の行政職(一)職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％、

0％、▲2.4%である。

※基準年度(平成17年度)の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に

算出した平成17年度人件費予算相当額である。

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

(△9.6%) (△17.9%)

比較増△減

退職手当支給額

(△2.9%) △ 373,416

830,738

△ 361,749

(14.5%)20,969,670 331,845 2,701,094

(7.5%)

(14.4%) 3,110,324808,992 (93.3%)

△ 26,692 (△1.3%)

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額

△ 181,286

5,635,620

11,944,030 12,305,779

△ 88,706919,444

6,444,612

区　　分
中期目標期間開始時（平
成16年度）からの増△減

(△3.0%)

最広義人件費

145,4722,108,827
福利厚生費

（1.6%)

2,082,135

21,301,515


